
投資的経費
862億9,738万円
（79.9％）

物件費
41億5,182万円

（3.8％）

その他
7億1,149万円
（0.7％）

扶助費
33億6,964万円

（3.1％）人件費
35億8,433万円

（3.3％）
繰出金

36億8,713万円
（3.4％）
補助費等

39億6,321万円
（3.7％）

公債費
22億3,500万円
（2.1％）

歳 出

1,080億円

土木費
671億9,358万円
（62.2％）

民生費
73億137万円
（6.8％）

農林水産業費
93億9,168万円

（8.7％）

災害復旧費
103億5,644万円

（9.6％）

総務費
46億1,774万円（4.3％）

公債費
22億3,503万円（2.1％）

衛生費
21億7,299万円（2.0％）

消防費
8億9,398万円（0.8％）

その他
7億8,920万円（0.7％）

歳 出

1,080億円

教育費
22億6万円（2.0％）

商工費
8億4,793万円（0.8％）

※端数処理のため合計と内訳が合わない場合があります。

【用語解説】
・人件費…市職員の給与や議員報酬、非常勤報酬など
・扶助費…生活保護や医療給付など福祉に関する経費
・物件費…光熱水費、施設の管理委託料など
・公債費…建設事業などで借りたお金を返済する経費
・繰出金…特別会計などの歳入不足を補う経費

特別会計
会　計　名 本年度予算額 伸び率

国 民 健 康 保 険 50億7,204万円 △0.1％
後 期 高 齢 者 医 療 4億3,063万円 △0.1％
介 護 保 険 事 業 勘 定 39億6,799万円 4.4％
保 険 サービス事業勘定 4,388万円 13.3％
下 水 道 30億1,619万円 6.9％
漁 業 集 落 排 水 2,933万円 7.9％
農 業 集 落 排 水 5,082万円 4.8％
魚 市 場 175万円 △93.7％
合 計 126億1,262万円 2.8％

企業会計
会　計　名 本年度予算額 伸び率

水

道

収
益

収 入 7億9,280万円 8.8％
支 出 7億4,635万円 7.3％

資
本

収 入 5億2,434万円 136.1％
支 出 8億5,510万円 57.8％

問い合わせは
市財政課（内線126）

目 的 別 内 訳

性 質 別 内 訳

※伸び率の△はマイナス
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歳 入
依
存
財
源

自
主
財
源

1,080億円 ❶❶❶
❶❶❶

❷❷❷

❸❸❸
❹❹❹❺❺❺

❻❻❻❼❼❼❽❽❽

❷❷❷❸❸❸❹❹❹
❺❺❺
❻❻❻
❼❼❼

歳入
1,080億円

自主財源　60.6％

1　繰入金
560億6,752万円（51.9％）
2　市税
39億5,977万円（3.7％）
3　繰越金
23億4,471万円（2.2％）
5　財産収入
19億3,662万円（1.8％）
4　諸収入
7億9,629万円（0.7％）
6　使用料及び手数料
2億1,220万円（0.2％）
7　その他
1億6,182万円（0.1％）

依存財源　39.4％
1　地方交付税
199億3,905万円（18.5％）
2　県支出金
99億7,477万円（9.3％）
3　国庫支出金
73億4,737万円（6.8％）
4　市債
43億6,630万円（4.0％）
5　地方消費税交付金
6億6,980万円（0.6％）
6　地方譲与税
1億7,096万円（0.2％）
7　地方特例交付金
890万円（0.0％）
8　その他
4,392万円（0.0％）

※端数処理のため、内訳と合計が一致しないことがあります。

60.6%39.4%

※端数処理のため、内訳と合計が一致しないことがあります。

❶繰入金
　560億6,752万円（51.9％）
❷市税
　39億5,977万円（3.7％）
❸繰越金
　23億4,471万円（2.2％）
❹財産収入
　19億3,662万円（1.8％）

❺諸収入
　7億9,629万円（0.7％）
❻使用料及び手数料
　2億1,220万円（0.2％）
❼その他
　1億6,182万円（0.1％）

❶地方交付税
　199億3,905万円（18.5％）
❷県支出金
　99億7,477万円（9.3％）
❸国庫支出金
　73億4,737万円（6.8％）
❹市債
　43億6,630万円（4.0％）

❺地方消費税交付金
　6億6,980万円（0.6％）
❻地方譲与税
　1億7,096万円（0.2％）
❼地方特例交付金
　890万円（0.0％）
❽その他
　4,392万円（0.0％）
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【用語解説】
・地方交付税…市町村の財政力に応じて、国から交付されるお金
・ 国庫（県）支出金…国（県）が、市の行う事業に対して交付する補助金など
・市債…事業を行うために市が国や金融機関などから借りるお金

税　目 税　額 構成比 市民1人あたり
市 民 税 17億8,184万円 45.0％ 4万8,325円
固定資産税 17億7,893万円 44.9％ 4万8,246円
市たばこ税 3億2,797万円 8.3％ 8,895円
軽自動車税 7,101万円 1.8％ 1,926円
都市計画税 2万円 0.0％ 0円
合 計 39億5,977万円 100.0％ 10万7,392円

市税の内訳 ※ 市民1人あたりは、平成26年2月28日現在
の人口36,872人で算出しました。
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